
第４回 市民懇話会参考資料 

 
下野市の現状（前期計画期間中の取り組み）について 

 
１．「産 業」分野 

 

項        目 主 な 内 容 主 な 事 務 事 業 

３３．商業の振興 

・地域産業活性化のため、総合的な役割を担う商工会の

強化・連携をさらに深め、地元商店ならではの地域に密

着したサービスの展開を推進する。 

商工会の運営支援 

プレミア付商品券発行支援 

中小企業制度融資促進 

３４．工業の振興 
・既存工業団地等への新規企業の立地・誘導を図り、地域

の雇用確保と活力を創出する。 

工業団地管理事業 

中小企業制度融資促進 

３５．農業の振興 

・経営改善に意欲のある農業者（認定農業者）の規模拡大

等の取り組みを重点的に支援するとともに集落営農組

織の育成と法人化を推進する。 

・ブランド野菜の生産支援 

・環境保全型農業の推進 

・地産地消の促進のため市民が消費できる仕組みを作る。 

担い手支援事業 

農業経営高度化支援事業 

地産地消推進事業 

畜産振興促進事業 

県営圃場整備事業 

３６．観光の振興 

・余暇、観光などによる来訪者、滞在者などの交流人口を

増加させ、定住につながる取り組みを行う。 

・シティーセールスの拠点として「情報発信」「地域連携」等

の機能を併せ持った「道の駅」の整備推進を図る。 

観光振興団体助成 

天平の花・菊・芋煮会事業 

いしばし納涼踊り花火大会 

まちなか賑わい・ｲﾌﾞﾆﾝｸﾞﾗｲｽﾞ 

駅前広場花いっぱい事業 

「道の駅 しもつけ」の整備 

 
２．この分野の市民意識調査の結果について 

満足度は、「農業」を除いて前回に比べ低下している。 
 
３．これまで実施した特徴的な事業としては 
 
１．プレミア付商品券           Ｈ21年度 9,900万円（プレミア分 900万円） 

 
２．県営圃場整備・一般農道整備      石橋南部地区、江川・五千石地区、針ヶ谷地区、 
                    鬼怒川西部地区・武名瀬地区 
 
３．農村振興総合整備事業         農業用用排水施設整備 農道整備 生態系保全施設整備

ため池・ずい道整備      （下野市東部地区） 
 
４．地籍調査               調査対象面積  41.73ｋ㎡（下野市：74.58ｋ㎡） 

調査実施面積   6.03ｋ㎡（平成 21年度まで） 
 
５．「道の駅 しもつけ」 整備      平成 23年春オープンに向け整備中（県内 18番目の登録） 

 
 
４．平成２１年度決算額 202億 5,217万 8千円（歳出） 
  商工費・労働費・農林水産業費は 8.0％を占めている。（16億 2,889万 5千円） 

 



 
第４回 市民懇話会参考資料 

 
下野市の現状（前期計画期間中の取り組み）について 

 
１．「行 政」分野 

項        目 主 な 内 容 主 な 事 務 事 業 

３７．行政の情報を知る機会

（広報・広聴の充実など） 
広報・広聴の充実を図る。 

広報しもつけ 発行 

いきいきﾀｳﾝﾄｰｸ ・ ﾗﾝﾁﾄｰｸ 

３８．まちづくり活動に参加する

機会 

地域社会がまちづくりの活動を行えるよう、地域社会

の一体感を醸成する活動の喚起と支援を進める。 

コミュニティ推進協議会運営事

業 

３９．NPO団体や市民ボランテ

ィアの登録促進 

NPO団体や市民ボランティアの登録促進し、まちづ

くりの担い手を育成するとともに、将来の地域のリー

ダーの育成を図る。 

NPO団体認証等の事務 

４０．男女共同参画の取り組み 男女共同参画の意識啓発を図る。 情報紙発行・講演会を行う。 

４１．他市町村との連携 

情報の積極的な入手や周辺市町との連携を図る。 

  小山地区広域行政推進協議会及び栃木小山定

住圏推進協議会が平成 21年度中に解散となっ

た。国の新制度である「定住自立圏構想」などに

より、引き続き周辺市町との連携を検討していく。 

・栃木県南部地方拠点都市地 

域整備推進協議会 

・栃木県央都市圏首長懇談会

（県央サミット） 

４２．市役所の窓口サービス 

市民にとって利用しやすく親しみやすいサービスと

なるよう、窓口業務の効率化ときめ細やかな対応を

推進する。 

窓口延長（月・水・金） 

自動交付機導入（住民票写し・

印鑑証明書）窓口より 100 円安

い。（下野市民カードが必要） 

４３．市の仕事の効率性 事務事業評価システムの構築と運用を図る。 事務事業評価の実施 

４４．市の財政運営 行政改革の推進を図る。 行政改革大綱の着実な実施 

 
２．この分野の市民意識調査の結果について 

満足度は、「NPO団体や市民ボランティアの登録促進」を除いて前回に比べ向上している。 
 
３．これまで実施した特徴的な事業としては 
１．地域情報化基盤整備事業   ・地域イントラネット・光ファイバー敷設・屋外拡声器 63箇所 
２．地域情報化推進事業     ①地域情報化推進会議の運営等     

②地域イントラネットの維持管理（光ファイバー網 約 120㎞） 
③市民向けアプリケーション 

・メール配信システム  ・かんたん申請システム 
                    ・地域活動支援システム ・施設予約システム  

                      ・いにしえ新発見関連システム   
 ３．市勢要覧発行        ・24,000部発行 
 ４．総合計画推進事業      ・事務事業評価システムの改善・第三者評価（市民評価）の実施 
 ５．男女共同参画推進事業    ・情報紙発行（年２回） 講演会実施（女性団体連絡協議会共催） 
 ６．庁舎建設検討委員会の設置  ・平成 22年 5月「下野市庁舎建設基本構想」が策定されました。 
                  平成 27年度供用開始に向け基本計画策定中。 
 
４．平成２１年度決算額 202億 5,217万 8千円（歳出） 
  総務費・議会費は 12.1％を占めている。（24億 6,030万 4千円） 


